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  命 令 書（写） 

 

再 審 査 申 立 人   Ｘ組合 

 

再審査被申立人   学校法人Ｙ 

 

上記当事者間の中労委平成２８年（不再）第５５号事件（初審東京都労委平

成２６年（不）第７９号事件）について、当委員会は、平成２９年１１月１５

日第２３５回第二部会において、部会長公益委員山川隆一、公益委員鎌田耕一、

同木本洋子、同沖野眞已、同松下淳一出席し、合議の上、次のとおり命令する。 

 

主       文 

 

本件再審査申立てを棄却する。 

 

理        由 

 

第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

株式会社Ｃ１（以下「Ｃ１会社」という。）に雇用され、学校法人Ｙ（以

下「法人」という。）の設置する大学において保安警備業務に従事してい

たＡは、平成１３年１１月１４日（以下、平成の元号は省略する。）、法人

で勤務している女性職員に性的嫌がらせ行為を行った旨の苦情が法人か

らＣ１会社に寄せられ、法人以外の勤務地が見当たらないことなどを理由

として、Ｃ１会社から解雇された。 

Ａが加入していた労働組合Ｃ２（以下「Ｃ２組合」という。）は、Ｃ１

会社と、Ａの解雇撤回や謝罪等を議題とする団体交渉を行うとともに、法

人にも団体交渉を申し入れたが、法人はＡの使用者に当たらないこと等を

理由に団体交渉に応じなかった。 
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Ａは、Ｃ１会社に対し、１７年４月２８日、東京地方裁判所立川支部に

地位確認訴訟を提起したところ、同訴訟の係属中である１８年３月１６日、

Ｃ１会社は、Ａの解雇を撤回した。これを受け、Ｃ２組合とＣ１会社は、

職場復帰や謝罪等に関する団体交渉を重ねたが、２２年９月１６日、Ｃ１

会社は、合意の余地がないとして、それ以降の団体交渉に応じなかった。 

２４年８月、Ａは、Ｃ２組合を脱退し、Ｘ組合（以下「組合」という。）

に加入した。 

組合は、Ｃ１会社と法人に対し、Ａの解雇に関する金銭解決や謝罪等に

係る団体交渉を申し入れたが、Ｃ１会社は、Ａが労働組合に二重加盟して

いるおそれがあり、交渉権限の調整・統一がされていないとして、また、

法人は、Ａの使用者に当たらないとして、それぞれ団体交渉に応じなかっ

た。 

本件は、組合が、東京都労働委員会（以下「都労委」という。）に対し、

Ｃ１会社と法人がＡの解雇問題に係る組合の上記各団体交渉申入れに応

じなかったことが、それぞれ労働組合法（以下「労組法」という。）第７

条第２号の不当労働行為に該当するとして、２６年８月２５日、両者を被

申立人として救済申立てを行った事案である。 

２ 初審において組合が請求した救済内容の要旨 

(1) 団体交渉応諾 

(2) 文書交付及び掲示 

３ 初審命令の要旨及び再審査申立ての要旨等 

都労委は、Ｃ１会社が団体交渉を拒否したことには正当な理由がないと

して、Ｃ１会社に対し誠実団体交渉応諾を命じたが、文書交付及び掲示は

認めなかった。また、法人に対しては、Ａの解雇問題について使用者には

当たらないとして組合の申立てを棄却した。 

これに対し、組合はＣ１会社と法人を再審査被申立人として、Ｃ１会社

は組合を再審査被申立人として、当委員会に再審査申立てを行った。 

本件再審査係属中（第１回調査期日前）の２８年１２月２８日、Ｃ１会

社は本件再審査申立てを取り下げ、また、２９年１月１１日、組合もＣ１

会社を再審査被申立人とする再審査申立てを取り下げた。これにより、Ｃ
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１会社を当事者とする審査手続は終了し、本件再審査においては、組合の

法人に対する再審査申立てのみが審査の対象となった。 

４ 争点 

(1) 法人は、Ａとの関係で、雇用主以外の事業主であっても、Ａに対する

解雇を含む一連の雇用管理に関する決定に関わる事項について、雇用主

と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定する

ことができる地位にある者等として、労組法上の使用者に当たるか。 

(2) 法人が労組法上の使用者に当たるとされた場合、法人が、２４年９月

２１日付け回答書記載の理由により、組合の団体交渉申入れに応じなか

ったことは、正当な理由のない団体交渉拒否に当たるか。 

 

第２ 当事者の主張の要旨 

１ 争点(1)（法人の使用者性）に係る主張  

(1) 組合の主張 

ア Ａは、Ｃ１会社に雇用され大学構内の保安警備業務に従事していた

ことから、法人は、Ａの直接の雇用主ではない。 

しかしながら、法人は、法人で勤務している女性職員に性的嫌がら

せを行ったのがＡであるとして、Ｃ１会社に対し、「悪い芽は早く摘

め」とＡの解雇を指示した。業務委託契約の受託者として弱い立場に

あるＣ１会社は、特段の調査・検証をすることなくＡを解雇せざるを

得なかったのであって、Ａの解雇は、法人の指示によるものである。

このことは、法人が、電話によりＣ１会社本社に直接働きかけたり、

Ａ解雇後の欠員を埋めるために解雇の半月前から見習の警備員の配

属を受け入れ、その存在を隠していたことなどからも明らかである。 

よって、Ａの解雇に係る「使用者責任」は法人にあると考えられる

ことから、法人は、Ａの解雇問題について、「雇用主と部分的とはい

え同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定することができる

地位にある者」といえるのであって、Ａの解雇に関する限り労組法上

の使用者に当たる。 

組合は、法人がＣ１会社に対しＡの解雇を指示したこと、Ａの解雇
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理由が誤りであったこと、法人がＡを性的嫌がらせの犯人に仕立て、

それを解雇理由としたことを、法人関係者の報告書等やＣ１会社の現

場責任者の陳述書等により立証したのであるから、これら証拠につい

て初審命令の誤った評価を取り消し、法人の使用者性を認めるべきで

ある。 

なお、初審命令は、法人の使用者性に関し、組合の主張を、「法人

がＣ１会社とともに解雇権を含めたＡの労働条件のほとんどを支配

しているという主張と理解される」などと整理しているが、組合は、

法人が解雇の指示をしたことによって使用者性が認められるものと

考えているのであって、「解雇に関わる事項」について「雇用主と部

分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定するこ

とができる地位にある」と主張している。初審命令の上記整理は誤り

である。 

イ また、大学構内の保安警備業務においては、①入学試験日の任務変

更や分担、学園祭開催中の警備体制に関する文書を法人が作成し、法

人職員であるＢが、現場の警備員への指示及び命令を行っていること、

②法人が、警備員の通常のローテーション等に係る勤務表等を作成し

ていること、③Ｃ１会社の現場責任者であった従業員は、一般の警備

員を兼任しており、保安警備業務のローテーションに組み込まれてい

たから、現場責任者としての実質的な役割を果たしていないこと、④

Ｂが、毎朝朝礼でその日の注意事項を伝達し、トラブルが発生する都

度、警備員は、法人関係者に直接指示を仰がざるを得なかったことな

どの事情がある。 

このように、法人は、Ｃ１会社の現場責任者を挟まず、Ａに対し、

直接、業務指示を行っていたのであり、法人の保安警備業務の実態は

偽装請負、すなわち労働者派遣にほかならず、法人とＡは使用従属の

関係にあったのである。このことも、Ａの解雇に係る法人の使用者性

（上記ア）を裏付ける事情である。 

(2) 法人の主張 

ア 組合の主張は、法人からＣ１会社に「悪い芽は早く摘め」という解
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雇の指示をしたから、法人にＡ解雇の責任があるとするものであろう

が、東京地方裁判所及び東京高等裁判所の判決（後記第３の４(3)イ）

において、法人が上記指示をしたことはなかったと認定されていると

おり、法人がＡの解雇を指示した事実は全くない。Ａの解雇はＣ１会

社の意思によって行われたものであり、法人とは無関係である。 

また、組合は、Ａの解雇が法人の指示によるものである証左として、

法人が、欠員補充のための見習警備員の配属を隠していたなどとも主

張するが、Ａの解雇前に当該警備員の配属を受け入れたことを隠して

いたわけではなく、予めＡの解雇を知っていたわけでもない。 

以上のとおり、法人は、Ａの解雇問題について、「雇用主と部分的

とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定することが

できる地位にある者」といえないから、Ａの解雇に関する限り労組法

上の使用者に当たるとはいえない。 

イ なお、組合は、法人とＣ１会社の契約は偽装請負であり、法人とＡ

は使用従属の関係にあったなどとも主張するが、Ａは、Ｃ１会社の従

業員として大学構内における保安警備業務に従事していたのであり、

法人は、請負契約の範囲内でＣ１会社の行うべき業務内容の詳細をＣ

１会社に指示することはできても、個々の警備員の労働条件を「雇用

主と部分的とはいえ同視できる程度に現実的かつ具体的に支配、決定

すること」はできなかったのであるから、Ａと法人との間に使用従属

関係は存在しない。この点の組合の主張も失当である。 

２ 争点(2)（使用者性が認められた場合の労組法第７条第２号該当性）に

係る主張 

(1) 組合の主張 

法人は、Ａの労組法上の使用者であるにもかかわらず、法人の職員で

あるＢが、Ａがいわゆるセクハラ行為を行ったと誤認し、その旨をＣ１

会社に対して発言したことへの謝罪等に係る組合の団体交渉申入れに

応じなかった。これは、正当な理由のない団体交渉拒否である。 

(2) 法人の主張 

ア 組合の２４年９月１７日付け要求書では、Ｂの行為に関する謝罪や
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謝罪に代わる金銭解決を求めているが、Ｂにある種の事実誤認があっ

たとしても、そのことが当然にＡに対する不法行為を構成するわけで

はなく、Ｂ及びＢの使用者であった法人に対して謝罪や謝罪に代わる

金銭解決を求めることはできない。 

仮にＢの事実誤認がＡに対する不法行為を構成する余地があり、法

人がＢの行為について民法第７１５条の使用者責任を負う可能性が

あるとしても、不法行為の成否は、民事訴訟において判断されるべき

ものであって、団体交渉によって解決することはできない。したがっ

て組合が申し入れた議題は、義務的団体交渉事項には該当しない。 

イ また、仮に、警備員の配置ポストや業務内容等について法人がＣ１

会社と合意する立場にあったとしても、その限りにおいてＡに対する

使用者性が認められるにすぎないから、団体交渉の対象となり得る事

項は、例えば仮眠時間の変更などに限られるはずである。その上、こ

のような理解に立ったとしても、本件組合からの団体交渉申入れがな

された当時、Ａが法人における警備業務に従事していなかったことは

明らかであるから、法人に団体交渉応諾義務が生ずることはない。 

ウ 以上のことからすれば、法人は、使用者性の欠如に加えて、要求さ

れた団体交渉事項の観点からも団体交渉応諾義務はないのであるか

ら、組合の団体交渉申入れに応じなかったことには正当な理由が認め

られる。 

第３ 認定した事実 

１ 当事者等 

(1) 再審査における当事者 

ア 法人は、肩書地に所在し、昭和２８年に設立された学校法人であり、

肩書地に大学を設置している。 

イ 組合は、個人加盟のいわゆる合同労組であり、２０年１１月１日

に結成された。本件初審申立時の組合員は、約１０名である。 

(2) その他 

ア Ａは、Ｃ１会社に雇用され、法人において大学構内の保安警備業務

に従事していたが、１３年１１月１４日、Ｃ１会社から解雇された。
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解雇時には、Ｃ２組合に加入していたが、２４年８月、Ｃ２組合に脱

退届を提出し、組合に加入した。 

イ Ｃ１会社は、東京都新宿区に本社を置き、昭和３８年に設立され、

建物総合保守管理業を営んでいる会社である。 

２ 法人とＣ１会社との業務委託契約等 

(1) 業務委託契約の内容 

法人とＣ１会社とは、契約解除となった１７年１１月３０日（下記４

(3)イ）まで、大学構内の保安警備業務に関し、以下の内容を含む業務

委託契約（以下「保安警備請負契約」という。）を締結していた。 

ア 目的 

法人の学校教育活動を円滑に行うために、構内における火災、盗難、

侵入者による不法行為、その他の事故を未然に防止するとともに、万

一事故発生の際は、迅速かつ的確な処置により被害を最小限度に防止

し、構内の保安警備業務を行うことを目的とする。 

イ 基本方針 

法人の諸規則を遵守し、最適の方法により業務を遂行する。 

業務遂行に当たっては、あらかじめ提示された保安警備業務、駐車

場案内業務の仕様に従い、法人の指揮監督を受けることなく、受託者

が積極的に業務を行うものとする。 

ウ 業務内容 

大学構内の巡回経路等を５つのポストにそれぞれ振り分け、年間を

通じ業務を遂行するものとする。 

年度途中において仕様書による保安警備業務の業務内容が変更さ

れ、対象範囲・勤務ポスト箇所・業務内容明細・配置人員・ローテー

ションの編成替え等、仕様内容に変更が生じる場合は、あらかじめ別

途協議するものとする。 

エ 業務細目 

(ｱ) 配置ポスト ５ポスト 

(ｲ) 勤務時間   午前８時から翌朝８時までの２４時間又は午前８時

から午後６時までの１０時間とする。 
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(ｳ) 警備員   常時５ポストに配置し、警備責任者１名を含み総勢

１２名とする。 

上記の業務に対し、警備員が労働基準法に基づく年

次休暇、病気、慶弔、緊急時の臨時休暇を取る場合、

業務に支障を来さないよう、常に対応できる要員を準

備確保し、責任をもって請負業務を遂行できるように

しておくものとする。 

(ｴ) 日常業務 

ａ 受付業務 

①出入管理、②教職員及び部外者出入状況確認チェック、③建

物内外に搬出入する物品、資材の確認チェック、④鍵の受け渡し、

保管及び記録、⑤保安上の受付業務及び記録、⑥来訪者の応対業

務、⑦入構車両の整理（駐車場案内業務を含む。）、⑧不審者の発

見・侵入阻止、警察との連絡業務、⑨夜間電話の受付と連絡、⑩

拾得物の取扱い、⑪警報装置発報時の点検と処置等 

ｂ 巡視業務 

警備員は、随時定められた大学構内施設内外を巡視するほか、

委託者の指示による巡回経路等に従い巡回する。また、近火又は

暴風雨等の予報や警戒警報の発令により必要がある場合は、適宜

巡視を行い警戒を厳重にする。 

ｃ 報告事項 

日常勤務シフト表、巡回報告、残留者・深夜勤務者の出退時間

の記録等については、法人側（管理部長）に報告するものとする。

また、交替勤務に必要な引継事項については、交替勤務者に正確

に引継ぎをしなければならない。 

(2) Ａの大学での業務内容と指揮命令 

ア ＡらＣ１会社の警備員は、大学構内の保安室を詰所として使用して

いた。保安室には法人の職員であるＢが勤務していた。 

イ 大学構内の保安警備業務は、Ｃ１会社の警備員１２名がＡ班６名と

Ｂ班６名の二班に分かれて担当していた。各班とも、それぞれ班長が
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１名置かれ、その保安警備業務のローテーションは、１日ごとに、５

名を５つの配置ポストにそれぞれ配置し、残りの１名を休日とするも

のであり、毎月の「勤務表」及び「保安警備業務内容明細表」に従っ

て、２４時間体制で保安警備業務が行われていた。なお、Ａは、勤務

表で指定されたローテーションでは都合がつかない場合、他の警備員

と直接調整をし、担当を入れ替えるなどして都合をつけ、その旨をＢ

に報告していたが、Ｂはそれについて意見を述べることはなかった。 

ウ Ａは、Ｃ１会社の警備員から、時間単位での具体的業務内容や作業

手順が記載されている「保安警備業務内容明細表」及び「保安警備業

務内容明細表に従った業務要項詳細」を配布され、これに基づき保安

警備業務に従事していた。なお、同明細表の業務内容に変更等があっ

た場合には、Ｃ１会社の警備員がＡに対してその旨の指示を行ってい

た。 

エ Ａが解雇された１３年１１月当時、大学構内における保安警備業務

の現場責任者はＣ１会社の従業員が務めていたが、この現場責任者も、

毎月の勤務表において配置ポストを割り振られ、ローテーションに組

み込まれていた。 

オ Ｂは、Ｃ１会社警備員の朝礼において、人が不快に思うような言葉

遣いや行為は慎むこと、制服を着用した警備員は普段から注目されて

いることを十分意識して任務を遂行すること等の話をしたことがあ

った。 

カ 入学試験や学園祭の開催時など、特別な警備体制をとる必要がある

場合には、Ｂが、業務の変更内容を示す文書を作成し、その内容を警

備員に説明するとともに、保安警備業務中に、警備員に、「迷彩服を

着ている人がいるから気をつけるように」などと指示することがあっ

た。なお、学園祭の巡回経路については、Ｂが作成した文書では、各

班長（Ｃ１会社の従業員）の指示又は各自の判断に委ねるとされてい

るところ、実際には、班長からの指示はなく、Ａは、巡回経路を自ら

決定していた。 

キ Ａは、１３年頃、職務上預かっていた大学の南側の小門の鍵（南京
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錠）を紛失し、Ｂに報告したが、その際に叱責されたりすることはな

かった。 

３ Ａの入社から解雇までの経緯 

Ａは、９年１０月１３日、Ｃ１会社の従業員である大学の保安警備業務

の現場責任者による面接を受け、同月２０日頃、Ｃ１会社から採用の連絡

を受けた。その後、Ａは、Ｃ１会社の指示のもと、外部組織が行っている

警備員の講習を受講し、同月２４日から、大学構内の保安警備業務に従事

した。 

１３年５月ないし６月頃、Ｂは、Ｃ１会社に対して、Ａが法人で勤務し

ている女性職員を食事かお茶に誘い、その女性が不快に感じているという

抗議の電話があった旨を伝えた。 

１３年１１月１４日、Ｃ１会社は、①法人から、Ａがある女性に対して

性的嫌がらせ行為を働き、女性に耐え難い言動を数回取ったとの苦情が寄

せられ、服務規律の弛緩と判断され、迷惑をかけていること、②職務中の

鍵の紛失や粗雑な対人対応、学生への非協力的態度など、警備員失格であ

ること、③経営縮小などのため、他の勤務地が見当たらないことを理由と

して、Ａを解雇した。 

４ Ａの解雇後から解雇撤回までの経緯 

(1) 解雇撤回までのＣ２組合とＣ１会社の団体交渉等 

Ａの解雇後、Ａが加入していたＣ２組合とＣ１会社は、解雇撤回及び

職場復帰等を議題とする団体交渉を複数回行った。 

(2) 解雇撤回までのＣ２組合の法人に対する団体交渉申入れ等 

Ｃ２組合は、１３年１２月から１７年１２月まで、大学の正門等にお

いて、Ａの解雇に関し、ビラ配布や演説等の情宣活動を行った。また、

法人に対して、Ｃ１会社による解雇の原因の一つとされたＡのセクハラ

疑惑について、事実の説明等を求めた。 

法人は、Ｃ２組合に対し、ビラ配布等により業務が妨害されたとして

抗議するとともに、今後、これらの業務妨害を行わないこと等を条件に、

大学関係者とＡ及びＣ２組合組合員１名での「面談」を提案した。 

法人は、法人内の聴き取り調査において、１６年２月ないし３月頃に
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は、セクハラ疑惑の対象者がＡでないとの情報を確認していたところ、

１６年１２月１３日、法人は、代理人弁護士名で、Ａのセクハラ疑惑に

ついて独自に調査をした結果として、①６年ほど前に、法人の関係者が

警備員から「今度飲みに行きましょう」と声をかけられたが、当該警備

員がＡであるとの確認はできなかった、②これは警備員の行為として適

切ではなく、３年ほど前にＣ１会社に苦情を述べ、警備員の再教育の徹

底等を要求している、③その中でＡの名前を出したとしても、Ａの解雇

や配転を求めたものではない旨の調査結果をＡに開示した。また、１７

年１１月２５日、法人は、大学構内に、①Ｃ１会社の従業員であった警

備員が、法人の女性職員に対して不快感を覚える言動を行ったことから、

法人は、Ｃ１会社に対し、当該言動を行った者を特定して、この者を含

む警備員全体の業務態度の改善を求めたことはあるが、この者の配置転

換や解雇を求めたことはなく、解雇問題はＣ１会社内部の問題である、

②Ｃ１会社は、自社の従業員の解雇問題を自らの責任で解決せずに、争

議の責任を法人に転嫁したことから、法人が理由もなく労働組合からの

攻撃にさらされる被害を被っている旨の書面を掲示した（以下「法人見

解書面」という。）。 

１８年１月１２日、法人とＣ２組合との間で「面談」が行われた。法

人は、Ｃ２組合に対し、Ｃ１会社を被告として提起した損害賠償請求訴

訟（下記(3)イ）の資料や法人見解書面等を示し、Ａにかけられた嫌疑

及びセクハラ疑惑に係る事実関係の調査結果等を説明したが、Ｃ２組合

はこの説明に納得せず、同年２月１日、具体的な質問事項を挙げて改め

て団体交渉を要求した。 

これに対し法人は、１８年２月２８日、質問事項ごとの回答と併せ、

①Ａの使用者ではなく、使用者と同視すべき事情もないこと、②既に開

示した情報で十分であること等から、団体交渉には応じられない旨、書

面により回答した。 

(3) Ａの解雇等をめぐる訴訟等及び解雇撤回の経緯 

ア Ｃ１会社による調停申請 

１６年９月２１日、Ｃ１会社は、Ａの解雇について、Ｃ２組合を介
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しての解決は困難であるとして、Ａを相手方として、武蔵野簡易裁判

所に調停を申し立てた（武蔵野簡易裁判所平成１６年（ノ）第９０号。

以下「本件調停」という。）。本件調停において、Ｃ１会社は、Ａの解

雇理由について、ＢからＡが大学内に勤務する女性に対しセクハラ行

為を行っているようなのでこのような悪い芽は早く摘んでおいた方

が良いと申し渡された、法人の意向には逆らえず、やむを得ず解雇し

たなどと主張した。 

その後、Ｃ１会社は本件調停を取り下げた。 

イ 法人とＣ１会社の保安警備請負契約の解除及び損害賠償請求訴訟 

１７年１１月３０日、法人は、Ｃ１会社がＡを解雇した責任を法人

に転嫁しようとした行為が法人との間の信頼関係を破壊するもので

あるなどとして、Ｃ１会社との保安警備請負契約を解除した。また、

同年１２月１５日、Ｃ１会社の上記行為によりＣ２組合による情宣活

動（上記(2)）を受け損害を被ったとして、Ｃ１会社に対して不法行

為に基づく損害賠償請求訴訟（東京地方裁判所平成１７年（ワ）第２

６３０７号）を提起した。 

２０年３月２６日、東京地方裁判所は、不法行為の成立を認め、Ｃ

１会社に対し、法人に１００万円及び遅延損害金の支払を命ずる判決

を言い渡した。その後、Ｃ１会社が控訴したが、東京高等裁判所は、

控訴を棄却し（同年９月２５日判決言渡）、本判決は確定した。 

上記第一審判決は、①全証拠によっても、ＢがＣ１会社に対し、「Ａ

が大学内に勤務する女性に対しセクハラ行為を行っているようなの

でこのような悪い芽は早く摘んでおいたほうが良い」と申し渡した事

実は認められない、②ＢがＣ１会社に対し、Ａが法人で勤務している

女性に対して食事かお茶に誘っているようなので、警備員の教育を徹

底するようになどと述べた事実をもって、法人がＣ１会社に対してＡ

の解雇を指示したものとは到底認めることはできない旨判示し、控訴

審判決でもこの判断は維持された。 

ウ Ａによる地位確認訴訟及び解雇撤回 

Ａは、Ｃ１会社に対し、１７年４月２８日、雇用契約上の地位の確
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認等を求める訴訟を提起した（東京地方裁判所立川支部平成１７年

（ワ）第８９９号）。Ｃ１会社は、当該訴訟係属中の１８年３月１６

日、Ａの解雇を撤回し、解雇期間中の賃金及び遅延損害金を一括して

支払った。 

５ Ａの解雇撤回後からＣ２組合脱退までの経緯 

１８年３月１６日のＡの解雇撤回後、Ｃ１会社とＣ２組合は、解雇の責

任の表明と謝罪、職場復帰、本件解雇に伴って発生した不利益の是正及び

解決金の支払等を議題とする団体交渉を複数回実施し、Ｃ１会社は、Ａに

対して、復帰先候補として四つの職場を提示したが、Ａはいずれの受入れ

も拒否した。 

１９年３月８日、Ｃ１会社は、Ａに対し、提案していた四つの職場のう

ちの一つである千葉県所在の結婚式場における警備業務にて１９年３月

１６日から就労を命じる旨の配転命令を発したが、Ａは、給与が半額にな

ることや遠方であること等を理由に拒否した。これ以降、Ａは、ストライ

キを実施するとして、２６年６月４日の定年退職まで出勤しなかった。 

Ｃ１会社とＣ２組合は、２２年８月３日まで、Ａの復職等に係る団体交

渉を継続して実施したが、２２年９月１６日、Ｃ１会社は、合意の余地が

見いだせないこと等を理由として、Ｃ２組合の団体交渉要求に応じず、こ

れ以降、両者間の団体交渉は行われなかった。 

また、この間、Ｃ２組合は、法人に対しても、法人の「使用者責任」及

び面談において提示された資料（上記４(2)）等の更なる説明を求め、引

き続き団体交渉申入れを行ったが、２１年４月７日、法人は、①団体交渉

に応じる立場にない、②要求された交渉議題については、交渉の必要性や

適格性がなく、既に法人とＣ１会社との間の訴訟において法人の主張が全

面的に認められた判決が確定している、③団体交渉申入れを受けても、特

別な事情の変化が認められない限り、改めて回答はしないなどとして、Ｃ

２組合の団体交渉申入れに応じなかった。 

６ ＡのＣ２組合脱退及び組合への加入 

２４年８月２３日、Ａは、Ｃ２組合に対し、①健康上の理由からＣ２組

合を脱退し、組合に移籍する、②今後の闘争は組合で継続する旨の脱退届
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を提出し、同月２４日、Ａは、組合に加入した。 

７ 組合とＣ１会社及び法人との団体交渉等 

(1) 組合とＣ１会社との団体交渉等 

ア ２４年８月２５日、組合は、Ｃ１会社に対し、Ａが組合に加入した

旨、及び今後のＡの労働条件等については組合との団体交渉により決

定することとなる旨通知した。 

これを受け、Ｃ１会社は、組合とＣ２組合に対し、交渉権限の移譲

等について照会したところ、組合は、Ａが既にＣ２組合を脱退してい

ることから、交渉権限は組合に属する旨回答し、一方、Ｃ２組合は、

Ａの脱退届は提出されたが受理しておらず、Ｃ１会社がＣ２組合との

団体交渉を拒否していながら他労組との団体交渉に応じるのであれ

ば不当労働行為になるなどと回答した。また、Ｃ２組合は、その全体

会議において、Ａが闘争を継続するのであれば「健康上の理由」は認

められないこと、脱退には全体会議での説明が必要となること等から

Ａの脱退を認めない旨の決定をし、その旨をＡに通知した。 

イ ２４年９月から２６年８月まで、組合は、①Ａのセクハラ疑惑によ

る解雇が誤りであったことの謝罪、②金銭解決等の可能性等を議題と

して、Ｃ１会社に繰り返し団体交渉を申し入れた。 

Ｃ１会社は、組合からの団体交渉申入れの都度、ＡがＣ２組合を脱

退したという事実を確認できず、組合とＣ２組合の間で交渉権限の調

整がなされない段階では二重交渉の可能性があることから、Ｃ２組合

から不当労働行為といわれるおそれがあり、団体交渉に応じることは

困難である旨回答した。 

これに対し、組合は、Ａは組合の組合員であるとして、交渉権限の

調整ないし統一を行わなければならない法的根拠はどこにもないな

どと主張し、Ｃ２組合と交渉権限の調整ないし統一に関する協議をし

なかった。その結果、組合とＣ１会社との間では、団体交渉が開催さ

れることはなかった。 

ウ なお、２４年９月から２６年６月まで、Ｃ１会社は、Ｃ２組合に対

しても、Ａに関する交渉権限を調整ないし統一するよう繰り返し要請
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したが、Ｃ２組合は、Ａの脱退は認められず、組合との交渉権限の調

整ないし統一を求める要請は明らかに支配介入であるなどとして、Ｃ

１会社の要請に応じなかった。 

(2) 組合の法人に対する団体交渉申入れ等 

ア ２４年９月１７日、組合は、法人に対し、Ａが組合の組合員になっ

たとし、①Ｂの事実誤認に関する謝罪、②謝罪不可能であれば金銭解

決等の件を議題とする団体交渉を申し入れた。 

同月２１日、法人は、①現在及び過去においてＡの雇用者であった

ことはなく、将来においてもＡを雇用する予定はない、②したがって、

組合とＡの労働条件・労働環境等の改善について団体交渉をする必要

を認めない、③また、組合が団体交渉を求める議題は、労組法上の団

体交渉事項には該当しない、④以上により、組合の団体交渉要求に応

ずるつもりはない旨、書面で回答した。 

イ ２５年３月２５日、組合は、法人に対し、法人には「使用者責任」

があり、組合の団体交渉要求は正当なものであるとして、法人の「使

用者責任」及びその関連事項等を議題とする団体交渉を申し入れた。

組合は、法人に対して、同年９月２５日及び２６年３月３１日にも同

様の団体交渉申入れを行った（以下、２４年９月１７日（上記ア）並

びに２５年３月２５日、同年９月２５日及び２６年３月３１日の各団

体交渉申入れを、併せて「本件団体交渉申入れ」といい、本件団体交

渉申入れにおける交渉事項を「本件団体交渉事項」という。）。 

これに対して、法人は、①組合の団体交渉要求に応じるつもりはな

い、②理由は、２４年９月２１日付け回答書（上記ア）記載のとおり

である旨回答し、組合の上記各団体交渉申入れにいずれも応じなかっ

た。 

ウ ２６年８月２５日、組合は、Ｃ１会社及び法人を被申立人として、

東京都労委に本件救済申立てを行った。 

エ 本件救済申立後の２６年９月２５日、組合は、法人に対し、当時の

Ａは法人と使用従属関係にあったとした上で、①法人がＣ２組合に示

した法人見解書面及び１６年１２月１３日付け調査結果回答書の説
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明、②Ｂの謝罪及び法人責任者の謝罪を議題とする団体交渉を申し入

れた。 

２６年９月２９日、法人は、組合及びＡに対し、①２４年９月２１

日付け回答書（上記ア）記載の理由により、組合の団体交渉要求に応

ずるつもりはない、②法人とＡとの間には、雇用関係も、雇用関係に

準ずる使用従属関係もない、③Ａの解雇についてＣ１会社が法人に責

任を転嫁しようとした事実については確定判決で認定しているとお

りである旨回答し、組合の団体交渉申入れに応じなかった。 

８ 本件初審命令交付後の事情 

(1) ２８年９月２８日、都労委は、Ｃ１会社が組合の団体交渉要求を拒否

したことには正当な理由はないが、法人はＡの雇用問題等について使用

者には当たらないから、法人が組合の団体交渉要求を拒否したことには

正当な理由があるとして、Ｃ１会社に対し誠実団体交渉応諾を命じ（文

書交付及び掲示は認めなかった）、また、法人に対する申立ては棄却す

る旨の命令書を交付した。これを不服として、同年１０月４日に組合が、

同月１３日にＣ１会社が、それぞれ当委員会に再審査申立てを行った。 

(2) 本件再審査係属中（第１回調査期日前）の２８年１２月２８日、Ｃ１

会社は本件再審査申立てを取り下げ、また、２９年１月１１日、組合も

Ｃ１会社を再審査被申立人とする再審査申立てを取り下げた。 

 

第４ 当委員会の判断 

１ 争点(1)（法人の使用者性）について 

(1) 労組法上の使用者についての考え方及び判断の視点について 

ア 組合は、法人が、労組法上の使用者に当たることから、本件団体交

渉申入れに応じる義務がある旨主張する。 

イ 労組法第７条は、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立

つことを促進するために、労働者が自主的に労働組合を組織し、使用

者と労働者の関係を規制する労働協約を締結するための団体交渉を

すること、及びその他の団体行動を助成しようとする労組法の理念に

反する使用者の一定の行為を禁止するものであるから、同条にいう
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「使用者」は、同法が上記のように助成しようとする団体交渉を中心

とした集団的労使関係の一方当事者としての使用者を意味し、労働契

約上の雇用主がこれに該当するものの、必ずしも同雇用主に限定され

るものではない。雇用主以外の者であっても、例えば、当該労働者の

基本的な労働条件等に対して、雇用主と部分的とはいえ同視できる程

度に現実的かつ具体的な支配力を有しているといえる者や、当該労働

者との間に近い将来において雇用関係の成立する可能性が現実的か

つ具体的に存する者もまた雇用主と同視できる者であり、これらの者

は、その同視できる限りにおいて労組法第７条の「使用者」と解すべ

きである。 

ウ Ａは、Ｃ１会社の従業員であったところ、Ｃ１会社と法人との業務

委託契約によって、大学構内において業務に従事していたものであり、

法人が、Ａとの関係で労働契約上の雇用主に当たるものではないこと

は当事者間に争いがない。 

したがって、法人が、本件団体交渉事項に関して労組法第７条の使

用者に当たるといえるかどうかは、上記イの説示のうち、雇用主以外

の場合に関して述べたところによるべきである。 

エ そこで、本件団体交渉事項についてみると、前記第３の７(2)ア及

びイで認定したとおり、組合が法人に申し入れた団体交渉の議題は、

①Ｂの事実誤認に関する謝罪、②謝罪不可能であれば金銭解決の件、

③法人の「使用者責任」及びその関連事項等である。その趣旨は必ず

しも明確ではない面もあるが、組合は、本件団体交渉事項に関し、法

人がＡの「解雇に関わる事項」について使用者と同視できる地位にあ

るものとして団体交渉を申し入れた旨主張しているところであり（前

記第２の１(1)ア）、このことも併せ考えれば、本件団体交渉事項は、

Ａの解雇は法人の指示によるものであるから、法人には解雇問題につ

いて使用者としての責任があるとの前提のもとで、法人に対し、Ａの

解雇問題に係る謝罪又は補償を求めることが主眼であると解するの

が相当である。 

そうすると、本件団体交渉事項は、Ａが法人の構内で保安警備業務
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を行っていた際の就労の諸条件に係るものではなく、解雇によるＡの

雇用終了という雇用問題そのものに係るものであるから、解雇を含む

一連の雇用管理、すなわち、採用、配置、雇用の終了に関する決定に

関わるものということができる。よって、こうした本件事実関係のも

とで、法人が、本件団体交渉事項に関し、労組法第７条の使用者に当

たるといえるためには、上記一連の雇用管理に関する決定について、

雇用主と同視できる程度に現実的かつ具体的な支配力を有していな

ければならないと解するのが相当である。 

(2) 法人の使用者性について 

上記(1)の観点から、本件において、法人が労組法第７条の使用者と

認められるか否かについて、以下、検討する。 

ア Ａに係る一連の雇用管理に関する決定について 

(ｱ) 採用及び配置について 

前記第３の３認定のとおり、Ａは、大学構内で警備員として勤務

していたＣ１会社の従業員による面接を受けた上でＣ１会社に入

社し、Ｃ１会社の指示によって大学構内の保安警備業務に配置され、

Ｃ１会社の従業員たる身分を有しつつ大学構内での業務に従事し

ていたことが認められる。また、同５認定のとおり、法人との業務

委託契約の解除後ではあるが、Ｃ１会社は、Ａの解雇撤回後、Ａの

復帰先の候補として四つの職場を提示し、Ａがこの受入れを拒否す

ると、四つの職場のうちの一つである千葉県所在の結婚式場におけ

る警備業務への配転を命じている。 

これらのことからすると、Ａの採用及び配置については、Ｃ１会

社が決定、実施していたものと認められるのであって、この過程に

おいて、法人が主体的に関与していたとの事実は窺えない。 

(ｲ) 雇用の終了について 

前記第３の３認定のとおり、Ａは、Ｃ１会社から、性的嫌がらせ

についての苦情が法人から寄せられていることやその他数点の理

由をもって解雇を言い渡され、これによってＣ１会社との雇用関係

が終了したものであって、法人が、Ａに対して直接解雇を申し渡す
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などした事情は認められない。よって、雇用の終了についても、Ｃ

１会社が決定、実施していたものとみるべきであり、法人が主体的

に決定、実施したものとは認められない。 

この点につき、組合は、①法人が、Ａを性的嫌がらせの実行者に

仕立て、Ｃ１会社に対して「悪い芽は早く摘め」などと指示したこ

と、②Ａの解雇後の欠員を埋めるために解雇の半月前から見習の警

備員を受け入れ、このことを隠していたことなどから、Ａの解雇は

法人が決定したものである旨主張する。 

しかしながら、本件における全証拠その他審査の全趣旨をもって

みても、ＢがＣ１会社に上記①の指示をしたと認めることは困難で

ある。また、前記第３の１(2)イ、同３及び同４(3)ウ認定のとおり、

独立した社会的実体を有する企業であるＣ１会社が、自ら雇用する

Ａを解雇し、またＡの解雇を撤回し、更にＡに解雇期間中の賃金等

を一括して支払っていることからしても、Ａの解雇問題については、

上記のとおり、雇用主であるＣ１会社が決定し、実行したものとみ

るほかないのであって、仮に、法人が、Ｃ１会社に対して、性的嫌

がらせの実行者としてＡの名前を挙げ、これについて何らかの苦情

を述べたとしても、それは、単に、Ａの解雇に関するＣ１会社の判

断に影響を及ぼした可能性があるというにすぎないものであるか

ら、これをもって、法人がＡの解雇問題について雇用主と同視でき

る程度に現実的かつ具体的な支配力を有していると解することは

できない。さらに、上記②に関わる、法人がＡの解雇後の欠員補充

として見習警備員を受け入れたか否か、またこのことを隠していた

か否かについては、上記のとおりＡの解雇を決定したのがＣ１会社

であると認められる以上、Ａの解雇問題に係る法人の使用者性の判

断を左右するものでないことは明らかである。 

したがって、Ａの解雇を法人が決定したとする組合の主張はいず

れも採用できない。 

(ｳ) 小括 

以上のとおり、本件におけるＡの採用、配置、雇用の終了につい
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ては、いずれもＣ１会社が決定したものと認められ、その過程にお

いて、法人が、主体的にこれを決定していたとの事情は窺えないか

ら、法人が、Ａの解雇を含む一連の雇用管理について、雇用主たる

Ｃ１会社と同視できる程度に現実的かつ具体的な支配力を有して

いたと認めることはできない。なお、本件団体交渉申入れ当時、法

人とＡとの間に、近い将来において雇用関係の成立する可能性が現

実的かつ具体的に存在したとも認められない。 

イ 法人とＡが使用従属関係にあるとの組合の主張について 

組合は、法人が、Ａに対して日常の業務指示を行っていたことから、

法人とＣ１会社の関係の実態は業務委託契約ではなく偽装請負の状

態であり、法人とＡは使用従属の関係にあったとして、このことが、

Ａの解雇問題に関する法人の使用者性を肯定する事情であるとも主

張する。 

前記第３の２(1)認定のとおり、法人とＣ１会社は大学構内の保安

警備業務に関して業務委託契約を締結していたところ、当該契約上は、

保安警備業務については法人の指揮監督を受けることなく、Ｃ１会社

が積極的に業務を行うものとされていた。実際にも、同(2)イ、ウ及

びカ認定のとおり、業務内容に変更があった場合などは、Ｃ１会社の

警備員がＡに指示を行い、また、Ａは、勤務表で指定されたローテー

ションでは都合がつかない場合に、自ら他の警備員と調整するなど、

基本的にはＡは法人の指揮監督を受けずに業務を行っていたものと

認められる。もっとも一方で、同(2)エ及びカ認定のとおり、本来業

務を指示すべきであるＣ１会社の現場責任者は、Ａ同様、保安警備業

務のローテーションに組み入れられており、一部、Ｂから警備員に対

して直接業務指示が行われることもあったことが窺われるのであり、

保安警備業務の全てが業務委託契約どおりに運用されていたかにつ

いては、必ずしも疑問なしとはしない。 

しかしながら、上記(1)エでみたとおり、本件団体交渉事項は、就

労の諸条件に係るものではなく、Ａの解雇を含む一連の雇用管理に関

する決定に関わるものであるところ、この点について、法人が、雇用
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主たるＣ１会社と同視できる程度に現実的かつ具体的な支配力を有

していたと認めることはできないことは既に判断したとおりである

から、法人がＡに対して、就労の諸条件に関して一部業務指示を行っ

ていたとしても、上記アの判断を左右するものではない。 

２ 結論 

以上の次第であるから、法人は、本件団体交渉事項について労組法第７

条の使用者であると認めることはできない。 

したがって、その余の点について判断するまでもなく、法人が本件団体

交渉申入れを拒否したことは、労組法第７条第２号の不当労働行為には該

当しないから、組合の再審査申立てには理由がない。 

 

よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委

員会規則第５５条に基づき、主文のとおり命令する。 

 

平成２９年１１月１５日 

 

中央労働委員会 

第二部会長 山川 隆一 ㊞ 


